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　令和元年度の当初予算の総額は、一般会計と特別会計を合わせて総額９４５億３，０３４万円で、前年度当初予算額に比べ
て３８億６，４９８万円（４．３％）の増となっています。
　一般会計の当初予算は６３６億１，０００万円で、前年度当初予算額に比べて３３億５，０００万円（５．６％）の増となっていま
す。

636億1,000万円令和元年度
一般会計当初予算

各会計当初予算

▼一般会計歳入の内訳� （単位：千円）

▼一般会計歳出の内訳（目的別）� （単位：千円）

■市税収入（予算額）の推移� （単位：百万円）

■主な歳出予算の推移（性質別）� （単位：百万円）

（単位：千円）
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　歳入については、市税収入が2１９億３，８１１万円
で前年度から2億５，０３３万円（１．2％）の増となりま
した。これは、喫煙本数の漸減傾向により市たば
こ税が2,7００万円の減収見込みとなるものの、新
築家屋の増加などにより固定資産税・都市計画税
が2億３，４６４万円の増収見込みであることなどが
要因となっています。
　国・府支出金は、市立図書館整備事業やさくら
小学校新築事業の開始により、前年度より１６億４，
６１2万円（８．３％）の増となっており、総額は2１５
億９，7１６万円となりました。

　歳出では、職員数の減少により、人件費全体で前年度比４億１，０９８万円（対前年度５．５％）の減となりました。
　扶助費は児童扶養手当および児童手当について、１億１，１１１万円の自然減になっており、生活保護費につい
ても、生活保護事業の一層の適正化などによって、９，６2４万円減少しています。これらによって、扶助費全体
では前年度比2億１，０22万円（対前年度１．３％）の減となります。
　補助費などについては、私立認定こども園入所児童数の増加により、認定こども園等運営助成費が５３億５，４
０９万円（対前年度６億８，2５2万円の増）となり、補助費など全体で前年度比１7億５，１7３万円（対前年度１０．2％）
の増となっています。
　また、建設事業費は、さくら小学校新築事業、市立図書館整備事業、公共施設等解体事業などにより、前年
度比で2０億９，１５０万円（対前年度６６．０％）の増となりました。

　令和元年度においては、歳入面では景気の回復基調の中で歳入の根幹をなす市税収入については昨年度に引き続き、
わずかながら増加が見込まれます。歳出面では、少子高齢化の進展による社会保障費の増加に加え公共施設や道路・
上下水道といった社会インフラなど都市基盤の老朽化に伴い、維持更新経費の増加が重くのしかかってくることが懸
念されることから、今後も引き続き、事務事業の改善や民間活力の導入など、より一層の行財政改革を推進します。
　その財政資源を安心の子育て・子育ちと、子育て世代の定住による活力と成長の「もりぐち」の実現に向けた施策に
投入するなど、「住んでみたい、住み続けたいまち」「歓

かんきょう
響都市もりぐち」の実現を図ってまいりますので、市民の皆さ

んのご理解とご協力をお願いします。

問財政課（予算）���℡０６－６９９2－１４０2

◆主な歳出予算の推移（性質別）の説明
人件費 職員の給料や退職手当などの費用
扶助費 児童手当の支給、生活保護者や障がいのある人への支援

のための費用
物件費 消耗品、光熱水費、修繕費などの諸費用や、業務委託のた

めの費用
建設
事業費

小・中学校、道路・公園などの公共施設の建設・改良・解体
のための費用

◆歳出の内訳（目的別）の説明
総務費 戸籍・住民登録、徴税、財産の維持管理、全般的な管理事務

に関する経費など
民生費 高齢者福祉・障がい者福祉、児童福祉、生活保護など
衛生費 ごみの処理、予防接種、健康診査などの保健衛生など
土木費 道路、下水、公園、公営住宅の建設・維持管理など
教育費 小・中学校の運営および施設の建設・維持管理など
公債費 市債および一時借入金の元金利息の返済
消防費 消防や火災予防など災害対策のための費用
その他   議会運営費、商業・農業振興など

会計名 令和元年度 平成３０年度 増減額
一般会計 ６３,６１０,０００ ６０,2６０,０００ ３,３５０,０００

特
別
会
計

国民健康保険事業会計 １６,22９,０００ １５,7３９,０００ ４９０,０００
後期高齢者医療事業会計 2,１2９,０００ 2,０１０,０００ １１９,０００
公共用地先行取得事業会計 ６１7,０００ ４９１,０００ １2６,０００

＜小計＞ １８,９7５,０００ １８,2４０,０００ 7３５,０００
水道事業会計 ４,６９４,５０８ ４,４８５,３０９ 2０９,１９９
下水道事業会計 7,2５０,８３３ 7,６８０,０５６ △�４2９,22３

《特別会計合計》 ３０,９2０,３４１ ３０,４０５,３６５ ５１４,９7６
【総計】 ９４,５３０,３４１ ９０,６６５,３６５ ３,８６４,９7６




